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１【半期報告書の訂正報告書の提出理由】
　当社は2024年11月に茨城県水戸県税事務所より外形標準課税に関する税務調査を受け、2025年1月27日付で茨城県常陸

太田県税事務所より「法人県民税事業税・特別法人事業税の更正・決定及び加算金の決定通知並びに納税告知書」を受領

しました。これは2021年度から2023年度の3年度にわたる外形標準課税納税額が、当社の納税額計算過誤により過剰に納

税されていたとの調査結果を受けたもので、今後当該過剰納税分99百万円が還付される見込みであります。

　これに伴い、2024年11月13日に提出いたしました第94期中（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）半期報告書に

訂正すべき事項が生じましたので、金融商品取引法第24条の５第５項の規定に基づき、これを訂正するため半期報告書の

訂正報告書を提出するものであります。

２【訂正事項】

第一部　企業情報

第１ 企業の概況

１ 主要な経営指標等の推移

第２ 事業の状況

２ 経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

(1) 財政状態及び経営成績の状況

(2) キャッシュ・フローの状況

第４ 経理の状況

１ 中間連結財務諸表

(1) 中間連結貸借対照表

(2) 中間連結損益及び包括利益計算書

(3) 中間連結キャッシュ・フロー計算書

中間連結財務諸表注記

（セグメント情報等）

（１株当たり情報）

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿を付して表示しております。なお、訂正箇所が多数に及ぶことから、上記の訂正事項については、

訂正後のみを記載しております。
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回次
第93期

中間連結会計期間
第94期

中間連結会計期間
第93期

会計期間
自　2023年４月１日
至　2023年９月30日

自　2024年４月１日
至　2024年９月30日

自　2023年４月１日
至　2024年３月31日

売上高 （千円） 11,142,153 9,196,059 21,587,716

経常利益 （千円） 443,948 83,569 1,093,466

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する中間純損失（△）

（千円） 709,288 △99,696 996,370

中間包括利益又は包括利益 （千円） 1,407,842 △37,109 2,517,236

純資産額 （千円） 25,884,773 26,552,458 26,996,581

総資産額 （千円） 39,256,887 37,532,737 38,971,683

１株当たり中間（当期）純利益又

は１株当たり中間純損失（△）
（円） 19.34 △2.72 27.17

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 65.4 70.1 68.7

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー
（千円） 1,519,194 866,225 1,753,397

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー
（千円） △2,616,079 △1,126,241 △3,333,635

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー
（千円） △1,130,103 △447,213 △1,585,042

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 5,377,875 3,776,590 4,479,555

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．第93期中間連結会計期間及び第93期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

３．第94期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり中間純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．１株当たり中間（当期）純利益又は１株当たり中間純損失の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式数

については、従業員インセンティブ・プラン「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産として、株

式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有している当社株式を控除対象の自己株式に含めて算定してお

ります。

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が連

結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要な

リスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものです。

(1）財政状態及び経営成績の状況

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、雇用の改善や賃上げの動きに加え、ペントアップ需要の顕在化など

に支えられ、緩やかに回復しています。またインバウンドを含めた人流と消費動向は所謂コロナ禍前の状態に回帰

しつつあります。一方景気については、長引く人手不足、物価上昇、中東情勢や中国経済の先行き懸念といったマ

イナス要因による足踏みも見られ、一進一退の動向の中で特に海外景気の下振れに伴う下押しリスクが懸念されて

います。

　当社グループの業績においては、牽引していた建設機械産業向け鍛造品の需要がピークを越したことにより、業

績見通しが弱含みとなっております。自動車産業向け鍛造品に関しては、長期間にわたり半導体不足の影響を受け

ていた自動車生産活動の回復効果が、徐々にではありますが当社グループの受注改善につながったものの、一部取

引先における固有の事情等により受注が先送りになる事象が生じています。また、ウクライナ情勢等を受けた資源

価格、電力をはじめとしたエネルギー価格、労務費、運送費の上昇等の製品価格への反映について鋭意交渉を進め

ておりますが、妥結までの過程において一部途上にあること、さらにタイ国におけるピックアップトラックの販売

不振が収益回復への足かせとなっております。

　当連結会計年度後半には、経営環境におけるネガティブな要因が緩和され、一部取引先からの受注先送り収束に

伴う増産要請が見込まれるなど、当社グループの業績は徐々に改善して行くものと予想しておりますが、当初想定

以上に経営環境が悪化しているため、これまでの業績進捗の遅れを挽回することは厳しい状況となっております。

　このような状況下、当社グループの当中間連結会計期間の売上高は、主力の鍛造事業で販売重量が落ち込んだこ

とにより、前中間連結会計期間比19億46百万円減少の91億96百万円となりました。利益については、主に鍛造事業

における受注減少に伴う生産効率の低下が影響し、営業損失が１億38百万円（前中間連結会計期間は２億95百万円

の利益）、経常利益は83百万円（同４億43百万円の利益）と前中間連結会計期間の水準を下回りました。前中間連

結会計期間には特別利益として投資有価証券売却益５億20百万円を計上しましたが、当中間連結会計期間には特別

利益の計上は無く、親会社株主に帰属する中間純損失は99百万円（同７億９百万円の利益）となりました。

　セグメントの業績は、次のとおりです。

鍛造事業

　当社グループの主要事業である鍛造事業においては、グループ各社の販売重量が減少したことにより、売上高は

前中間連結会計期間比20億12百万円減少の76億４百万円となりました。セグメント利益は、受注減少に伴う生産効

率の悪化が原価率上昇を招き１億79百万円の損失（前中間連結会計期間は１億87百万円の利益）となりました。各

分野の状況は以下のとおりです。

①　自動車産業向け

　鍛造品の主要マーケットである国内自動車産業の海外生産及び部品現地調達の拡大により、同産業に関わる鍛

造品の国内需要は減少傾向にあります。長引く新型コロナウイルス感染症の自動車生産活動への影響は看過でき

る水準まで軽減されたと考えられますが、取引先固有の事情により受注先送りとなる事象が生じており、操業の

回復度合いは抑制されております。

　タイ国の子会社においては、電力などエネルギー価格高騰に関し日本に比べて製品販売価格への反映が難しい

ものの、一部取引先との交渉が緒に就き、今後の状況改善が見込まれるようになりました。しかしながら、同国

政策金利の上昇を伴った金融引締めの影響でピックアップトラックに対する消費者の購買力低下に直面している

こと等厳しい経営環境が続いており、事業計画自体にそのリスクを織込みながらも想定を超える苦戦を強いら

れ、収益力の低下を招いております。

②　建設機械産業向け

　建設機械産業は、建設機械ならびに鉱山機械の市況がピークを越し下降局面を迎えましたが、事業計画にはこ

の影響を織込んでおり、計画比堅調な業績推移を示しております。
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③　その他産業向け

　建築資材や工作機械部品など、自動車関連以外のマーケットでの受注に努めておりますが、取引先における在

庫調整等に伴い、一部受注が先送りとなる事象が生じています。

建機事業

　仮設機材の販売・リースを行う建機事業は、首都圏のみならず地方における再開発事業や社会インフラの改修整

備等が堅調なことから、仮設機材の需要が安定基調にありました。売上高は前中間連結会計期間比１億29百万円増

加の11億８百万円ながら、やや利幅の薄くなる販売商品構成が影響し、セグメント利益は同44百万円減少の47百万

円となりました。

物流事業

　金属製パレットの製造販売を中心とした物流事業は、当中間連結会計期間においても引続き取引数量が獲られ

ず、業績は当初想定に達しませんでした。この結果、売上高は前中間連結会計期間比59百万円減少の３億77百万

円、セグメント損失は38百万円（前中間連結会計期間は11百万円の損失）となりました。

不動産事業

　不動産事業の売上高は、入居状況が堅調に推移し、前中間連結会計期間比微減の１億６百万円、セグメント利益

は同１百万円減少の64百万円と前中間連結会計期間水準を維持しました。

　財政状態は、次のとおりです。

　当中間連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ14億38百万円減少し、375億32百万円となり

ました。資産の主な増減は以下のとおりです。

　流動資産では、売上債権の回収が進み５億58百万円減少したことなどに伴い、現金及び預金が４億57百万円増加

したこと、主に鍛造事業において保有原材料からの生産と出荷が進み棚卸資産が４億57百万円減少したことなどに

より、流動資産合計は前連結会計年度末に比べ４億45百万円減少し、215億46百万円となりました。また、固定資

産では、有形固定資産が減価償却等により１億79百万円減少したこと、投資有価証券が時価下落の結果７億85百万

円減少したこと等により、固定資産合計は前連結会計年度末に比べ９億93百万円減少し、159億86百万円となりま

した。

　流動負債では、受注の減少から仕入債務が５億63百万円減少したこと、未払法人税等及び未払消費税が納税によ

り２億50百万円減少したことなどにより、流動負債合計は前連結会計年度末に比べ８億70百万円減少し、87億88百

万円となりました。また、固定負債では、繰延税金負債が１億64百万円減少したこと、退職給付に係る負債が24百

万円増加したことなどにより、固定負債合計は前連結会計年度末に比べ１億23百万円減少し、21億92百万円となり

ました。

　純資産は、損失計上と配当金支払い等により利益剰余金が５億９百万円減少したこと、その他有価証券評価差額

金が５億46百万円減少する一方で為替換算調整勘定が５億94百万円増加しその他の包括利益累計額合計が47百万円

増加したことなどにより、純資産合計は前連結会計年度末に比べ４億44百万円減少し、265億52百万円となりまし

た。

(2）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前中間連結会計期間末に比べ16

億１百万円減少し、37億76百万円となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間における営業活動による資金の増加は、８億66百万円（前中間連結会計期間は15億19百万円

の増加）となりました。これは主に税金等調整前中間純利益が24百万円となったことのほか、減価償却費相当の資

金留保５億89百万円、売上債権、棚卸資産、仕入債務それぞれの減少に伴い合わせて５億29百万円の資金増加要

因、法人税等ならびに消費税の支払２億75百万円などが要因となっております。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間における投資活動による資金の減少は、11億26百万円（前中間連結会計期間は26億16百万円

の減少）となりました。これは主に、定期預金（３ケ月超）の純増額７億41百万円（キャッシュ・フローは減

少）、既存設備の更新投資等の有形固定資産取得による支出３億81百万円などによります。
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間における財務活動による資金の減少は、４億47百万円（前中間連結会計期間は11億30百万円

の減少）となりました。これは主に、短期借入金の返済30百万円及び配当金４億９百万円の支払いなどによりま

す。

(3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

(4）経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

(6）研究開発活動

　該当事項はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 115,000,000

計 115,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2024年９月30日）

提出日現在発行数
（株）

（2024年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 55,000,000 55,000,000
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数は100株であ

ります。

計 55,000,000 55,000,000 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

2024年４月１日～

2024年９月30日
－ 55,000,000 － 7,256,723 － －

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
（自己株式を
除く。）の
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

東プレ株式会社 東京都中央区日本橋３丁目12－２ 2,585 6.94

日本製鉄株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目６番１号 2,577 6.92

日本パーカライジング株式会社 東京都中央区日本橋１丁目15－１ 1,878 5.04

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２丁目２番１号 1,836 4.93

株式会社みずほ銀行

（常任代理人　株式会社日本カストデ

ィ銀行）

東京都千代田区大手町１丁目５番５号

（東京都中央区晴海１丁目８番12号）
1,836 4.93

佐藤商事株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目８番１号 1,693 4.55

株式会社ＮＩＴＴＡＮ 神奈川県泰野市曽屋518番地 1,359 3.65

日鉄物産株式会社 東京都中央区日本橋２丁目７－１ 1,200 3.22

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区大手町２丁目６番４号 1,125 3.02

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８番１号赤坂

インターシティＡＩＲ
971 2.61

計 － 17,064 45.81

（５）【大株主の状況】

（注）上記のほか当社所有の自己株式17,751千株があります。
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2024年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 17,751,400

完全議決権株式（その他） 普通株式 37,220,800 372,208 －

単元未満株式 普通株式 27,800 － 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 55,000,000 － －

総株主の議決権 － 372,208 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の株式数には、従業員インセンティブ・プラン「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯ

Ｐ）」制度の信託財産として所有する当社株式548,700株、また議決権の数には5,487個を含めております。

２．「単元未満株式」の中には、当社所有の自己株式２株が含まれております。

2024年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数

（株）

他人名義
所有株式数

（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

（自己保有株式）

株式会社シンニッタン

茨城県高萩市上手綱

3333番地３
17,751,400 － 17,751,400 32.28

計 － 17,751,400 － 17,751,400 32.28

②【自己株式等】

（注）　従業員インセンティブ・プラン「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産として株式会社日本カスト

ディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式548,700株は、上記自己株式に含まれておりません。

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当中間会計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、新創監査法人による期中レビューを受けております。
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（単位：千円）

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 12,016,805 12,474,790

受取手形、売掛金及び契約資産 ※１ 3,466,942 3,250,539

電子記録債権 ※１ 1,366,547 1,024,926

製品 1,978,265 1,765,788

半製品 115,365 109,029

仕掛品 993,768 964,496

原材料及び貯蔵品 1,186,081 988,488

その他 868,627 968,563

流動資産合計 21,992,404 21,546,624

固定資産

有形固定資産

土地 5,985,441 6,001,893

その他（純額） 5,926,348 5,729,916

有形固定資産合計 11,911,790 11,731,809

無形固定資産 98,594 84,660

投資その他の資産

投資有価証券 4,796,338 4,011,036

退職給付に係る資産 2,933 －

その他 171,771 160,756

貸倒引当金 △2,150 △2,150

投資その他の資産合計 4,968,894 4,169,643

固定資産合計 16,979,279 15,986,113

資産合計 38,971,683 37,532,737

１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】
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（単位：千円）

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,322,393 2,900,043

電子記録債務 ※１ 192,932 51,555

短期借入金 4,990,000 4,960,000

未払法人税等 221,974 55,308

賞与引当金 194,775 231,083

災害損失引当金 35,000 －

その他 702,130 590,261

流動負債合計 9,659,206 8,788,252

固定負債

繰延税金負債 1,534,481 1,369,992

株式給付引当金 68,552 87,109

環境対策引当金 4,530 4,530

退職給付に係る負債 540,762 565,036

その他 167,568 165,357

固定負債合計 2,315,895 2,192,026

負債合計 11,975,101 10,980,278

純資産の部

株主資本

資本金 7,256,723 7,256,723

資本剰余金 6,578,546 6,578,546

利益剰余金 16,330,154 15,820,723

自己株式 △7,391,863 △7,386,514

株主資本合計 22,773,560 22,269,478

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,056,842 1,510,742

為替換算調整勘定 1,947,378 2,541,386

その他の包括利益累計額合計 4,004,220 4,052,128

非支配株主持分 218,799 230,851

純資産合計 26,996,581 26,552,458

負債純資産合計 38,971,683 37,532,737
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（単位：千円）

前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日

至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年９月30日）

売上高 11,142,153 9,196,059

売上原価 9,919,213 8,462,246

売上総利益 1,222,939 733,812

販売費及び一般管理費

従業員給料 237,736 233,688

運賃 210,723 182,873

その他 478,650 456,196

販売費及び一般管理費合計 927,111 872,759

営業利益又は営業損失（△） 295,828 △138,946

営業外収益

受取利息 46,849 96,687

受取配当金 68,081 78,267

その他 50,549 76,941

営業外収益合計 165,480 251,895

営業外費用

支払利息 15,687 17,849

固定資産除却損 59 1,172

不動産賃貸費用 － 8,617

その他 1,614 1,739

営業外費用合計 17,360 29,379

経常利益 443,948 83,569

特別利益

投資有価証券売却益 ※１ 520,000 －

受取保険金 36,033 －

ゴルフ会員権売却益 6,416 －

特別利益合計 562,450 －

特別損失

固定資産処分損 － ※５ 53,744

ソフトウエア除却損 － ※６ 5,240

移転費用 ※２ 15,788 －

災害損失引当金繰入額 ※３ 7,975 －

災害による損失 ※４ 2,939 －

特別損失合計 26,703 58,985

税金等調整前中間純利益 979,695 24,584

法人税、住民税及び事業税 200,300 39,244

法人税等調整額 66,910 82,479

法人税等合計 267,210 121,724

中間純利益又は中間純損失（△） 712,484 △97,140

（内訳）

親会社株主に帰属する中間純利益又は親会社株主に

帰属する中間純損失（△）
709,288 △99,696

非支配株主に帰属する中間純利益 3,195 2,556

（２）【中間連結損益及び包括利益計算書】
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（単位：千円）

前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日

至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年９月30日）

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 70,657 △546,100

為替換算調整勘定 624,699 606,130

その他の包括利益合計 695,357 60,030

中間包括利益 1,407,842 △37,109

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 1,392,152 △51,788

非支配株主に係る中間包括利益 15,689 14,679
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（単位：千円）

前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日

至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 979,695 24,584

減価償却費 699,352 589,007

貸倒引当金の増減額（△は減少） △934 －

ソフトウエア除却損 － 5,240

受取利息及び受取配当金 △114,930 △174,954

支払利息 15,687 17,849

売上債権の増減額（△は増加） 201,959 607,407

棚卸資産の増減額（△は増加） 79,359 529,864

ゴルフ会員権売却損益（△は益） △6,416 －

投資有価証券売却損益（△は益） △520,000 －

移転費用 15,788 －

災害による損失 2,939 －

災害損失引当金繰入額 7,975 －

受取保険金 △36,033 －

仕入債務の増減額（△は減少） 118,869 △607,786

賞与引当金の増減額（△は減少） 38,333 36,307

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 20,550 19,588

有形固定資産処分損益（△は益） 59 54,917

その他 102,874 △165,941

小計 1,605,128 936,084

利息及び配当金の受取額 114,930 174,907

利息の支払額 △15,687 △17,849

移転費用の支払額 △15,788 －

災害による損失の支払額 △58,926 △35,000

法人税等の支払額 △110,462 △191,917

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,519,194 866,225

投資活動によるキャッシュ・フロー

ゴルフ会員権の売却による収入 10,000 －

定期預金の純増減額（△は増加） △2,691,780 △741,200

有形固定資産の取得による支出 △522,097 △381,348

無形固定資産の取得による支出 △16,224 △2,953

有形固定資産の除却による支出 － △2,789

投資有価証券の取得による支出 △478 △454

投資有価証券の売却による収入 604,500 －

その他 － 2,503

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,616,079 △1,126,241

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △4,648 △4,851

短期借入金の純増減額（△は減少） △750,000 △30,000

配当金の支払額 △372,486 △409,734

非支配株主への配当金の支払額 △2,968 △2,627

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,130,103 △447,213

現金及び現金同等物に係る換算差額 137,046 4,264

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,089,942 △702,964

現金及び現金同等物の期首残高 7,467,817 4,479,555

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 5,377,875 ※１ 3,776,590

（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
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前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

受取手形 27,359千円 －千円

電子記録債権 57,921 〃 － 〃
電子記録債務 258 〃 － 〃

【注記事項】

（中間連結貸借対照表関係）

※１　中間連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日又は決済日をもって決済処理して

おります。

なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形等が、前連結会計年度

末残高に含まれております。
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（中間連結損益計算書関係）

※１　投資有価証券売却益

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

　日本製鉄株式会社による日鉄物産株式会社の公開買付けに係る売却益であります。

当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

　該当事項はありません。

※２　移転費用

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

　当社のリース事業においてつくば機材センターを閉鎖のうえ、相模原機材センターに機能統合したこ

とによる移転費用であります。

当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

　該当事項はありません。

※３　災害損失引当金繰入額

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

　2023年３月に当社高萩工場にて発生した火災事故に伴う復旧見込額2,575千円及び2023年９月に発生

した豪雨の影響による当社高萩工場の復旧見込額5,400千円を計上しております。

当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

　該当事項はありません。

※４　災害による損失

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

　2023年９月に発生した豪雨の影響による復旧費用を計上しております。

当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

　該当事項はありません。

※５　固定資産処分損

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

　該当事項はありません。

当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

　当社高萩工場の高架水槽の解体撤去費用9,075千円及び当社連結子会社である中部鍛工株式会社の第

二鍛造工場の屋根・壁工事に係る解体撤去費用44,669千円であります。

※６　ソフトウエア除却損

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

　該当事項はありません。

当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

　当社の財務会計システムの入れ替えによる旧財務会計システムの除却損であります。
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前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日

至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年９月30日）

現金及び預金 12,665,575千円 12,474,790千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △7,287,700 〃 △8,698,200 〃

現金及び現金同等物 5,377,875千円 3,776,590千円

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次

のとおりであります。
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決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月27日

定時株主総会
普通株式 372,486 10.00 2023年３月31日 2023年６月29日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月25日

定時株主総会
普通株式 409,734 11.00 2024年３月31日 2024年６月27日 利益剰余金

（株主資本等関係）

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

１．配当金支払額

（注）　配当金の総額には、従業員インセンティブ・プラン「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産とし

て、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有する当社株式に対する配当金5,831千円が含まれており

ます。

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

　該当事項はありません。

当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１．配当金支払額

（注）　配当金の総額には、従業員インセンティブ・プラン「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産とし

て、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有する当社株式に対する配当金6,263千円が含まれており

ます。

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

　該当事項はありません。
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（単位：千円）

鍛造事業 建機事業 物流事業 不動産事業 合計

売上高

外部顧客への売上高 9,616,799 978,390 436,561 110,401 11,142,153

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 9,616,799 978,390 436,561 110,401 11,142,153

セグメント利益又は損失

（△）
187,181 92,286 △11,796 65,911 333,583

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 333,583

全社費用（注） △37,754

中間連結損益及び包括利益計算書の営業利益 295,828

（単位：千円）

鍛造事業 建機事業 物流事業 不動産事業 合計

売上高

外部顧客への売上高 7,604,141 1,108,022 377,150 106,744 9,196,059

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 7,604,141 1,108,022 377,150 106,744 9,196,059

セグメント利益又は損失

（△）
△179,208 47,582 △38,270 64,443 △105,453

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 △105,453

全社費用（注） △33,493

中間連結損益及び包括利益計算書の営業損失（△） △138,946

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及び

当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（注）　全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及び

当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（注）　全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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（単位：千円）

報告セグメント
合計

鍛造事業 建機事業 物流事業 不動産事業

日本 6,200,105 554,940 436,561 17,376 7,208,984

タイ 3,416,694 － － － 3,416,694

顧客との契約から生じる収益 9,616,799 554,940 436,561 17,376 10,625,678

その他の収益 － 423,449 － 93,025 516,474

外部顧客への売上高 9,616,799 978,390 436,561 110,401 11,142,153

（単位：千円）

報告セグメント
合計

鍛造事業 建機事業 物流事業 不動産事業

日本 5,002,999 708,160 377,150 15,499 6,103,811

タイ 2,601,141 － － － 2,601,141

顧客との契約から生じる収益 7,604,141 708,160 377,150 15,499 8,704,952

その他の収益 － 399,861 － 91,245 491,106

外部顧客への売上高 7,604,141 1,108,022 377,150 106,744 9,196,059

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

※その他の収益は建機事業のリースに係る収益及び不動産事業の賃貸収益（共益費含む）であります。

当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

※その他の収益は建機事業のリースに係る収益及び不動産事業の賃貸収益（共益費含む）であります。
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項目
前中間連結会計期間

（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年９月30日）

１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損失

（△）
19円34銭 △2円72銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する中間純利益又は親会社株主に

帰属する中間純損失（△）（千円）
709,288 △99,696

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益又

は親会社株主に帰属する中間純損失（△）（千円）
709,288 △99,696

普通株式の期中平均株式数（千株） 36,665 36,688

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）１．前中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。

２．当中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり中間純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損失（△）の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式数に

ついては、従業員インセンティブ・プラン「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産として、株式

会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有している当社株式を控除対象の自己株式に含めて算定しており

ます。

１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損失の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は前中

間連結会計期間582千株、当中間連結会計期間560千株であります。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の５の２第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2025年２月13日

【会社名】 株式会社シンニッタン

【英訳名】 SNT CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　平山　泰行

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 茨城県高萩市上手綱3333番地３

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所
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【表紙】



１【半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

　当社代表取締役社長平山泰行は、当社の第94期中（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）の半期報告書の訂

正報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

２【特記事項】

　確認に当たり、特記すべき事項はありません。


